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広告教育の経緯と展望
小林太三郎
広告論は昭和28年1二開講（第1段階）
　早稲田大学商学部にr広告論」が始めて設置されるようになったのは，昭和
28年（1953年）の春からである。もっとも，これは第2部としてではなく第3
部（演習）の一科目としてスタートしたのである。担当者は小林太三郎であ
り，その講義内容はおよそ次の通りであった。r本年度は広告戦と広告効果の
研究を主眼とし，その過程においてこれに関係する消費者研究・商品研究・広
告媒体研究・広告原稿作成と技術の研究・広告法規研究（屋外広告物法規・一
般広告関係法規）・広告倫理・広告部門および広告代理業の組織と活動の研究
・その他の諸研究等を併せ行い，特殊研究と相侯って広告活動全般を概観しよ
うとするものである。最初に主題及びこれに関するものの概括的説明を行った
後，各自に研究テーマを選択させ，その研究課題の報告を通じ種々討議し，広
告の理論と実際を把握させようとするものである」（昭和28年度商学部要網に
よる）。これはセミナーであり，一般の講座とは異なるが，「広告論」自体が
わが国の大学，殊に商学部においては新しい科目であったのと，ほとんどの大
学では扱われていなかったことなどのために，受講学生に広告論を修得するに
必要な基礎知識が非常に乏しかったことは確かであった。したがって，セミナ
ーというよりは講義の性格を強く打ち出して，授業をしたことを今でも言已憶し
てい私このr広告論」の受講希望者のうちでも，上記の要綱内容が的確に把
握できず，科目選択に際して，内容説明を求めにきた学生が多かったことも記
憶薪たなところである。現在わが国のある有力広告会杜の幹部となっている第
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一線級のアドマンだが，彼は卒業直後私にこんなことをいっていたことを今で
も想い出す。「広告論は商業美術を研究するものと思ってとりました。何をす
るのかがまったくわかりませんでした」。
　この昭和28年は，広告との関係から眺めると，わが国の総広告費は491億円
（新聞320億円，雑誌25億円，ラジオ45億円，テレビ1億円，屋外・その他100
億円）で，ラジォ広告が開始されてから3年目，テレビ広告が開始された年で
ある。広告産業の地盤はまだ軟弱であったといわなければならない。一方大学
での広告教育となると，昭和45年に行われた電通調査によれぼ，わが国の大学
においての広告講座開設年度は，昭和25年以前1．1％，26年～30年4．3％，31年
～35年13．0％，36年～40年9．8％，4ユ年～45年50．0％，不明21．7％となってい
る。それだげに，昭和28年は大学では広告教育がほとんどされていなかったと
いってよい。このようなときに，わが商学部は今日の広告研究の必要性を先敢
りし，広告論を開設したということは注目に値するところであるといわなけれ
喜支ならなし・o
　しかし，この年から広告教育がスタートしたと見るのはいささか近視眼的で
ある。そのかなり以前から配給論，商業経済注どが商学部には設置されていた
のである。ちなみに，新制大学が発足した昭和24年ごろからこの事情を跳める
と，昭和24年（1949）配給論，昭和25年（1950）配給論，昭和26年（195！）配
給論，昭和27年（1952）商業経済，販売管理などが設けられている。商業経済
ではそのなかで「広告および販売促進政策」が講述されているわけである（原
田俊夫助教授担当＜当時〉）。マーケティングならびにプロモーションに連動す
る広告が当時授業内容になっていたことは見逃せない。広告論開設以前の・い
までいうマーケティング関係科目の広告にまつわる面での議述事情について
は，近く「マーケティング」史が登場すると恩われるので，ここでは説明を割
愛することをお許し願いたい。
　昭和29年（195雀）はこのセミナーの「広告論」が続けられた。授業内容の主
なポイントは次のようであった。前半は広告と販売促進，広告と市場調査，購
買動嵐購賢慣習，広告と販売心理，広告訴求，媒体別広告効果測定の諸方法，
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消費着用晶広告，業務用晶広告，輸出晶広告，広告予算および予算管理，その
他の諸研究を通じ，広告戦と広告効果に関する基本的知識の把握に努めるとと
もに，その過程において，これに関連する消費者研究一般，商晶研究，広告媒
体別研究，広告原稿作成技術研究（殊にラジオ，テレビ，新聞，雑誌，DM，
レーブルなど），広告部・広告代理業の組織やその活動研究，広告俺理・一般
法規研究をも併せ行い，広告活動の全般をも概観する。後半は個人の研究課題
に基づく報告を通じてのディスカション。しかし，まだセミナーの段階であっ
たので，受講学生数は極めて限られていたのである。一般学生にとって，広告
問題を学ぶとすれば，r商業経済」（宇野政雄教授，原因俊夫教授担当）を通
じてであった。
　一方，広告産業界は次第に成長し「広告宣伝に関する研究と教育の振興」を
も目ざすようにたり，遂に昭和30年広告講座を寄付（日本経営者団体連盟の寄
付）することになった。派遣議師は当時リーダーズ・ダィジェスト日本支杜広
告部長の殖栗文夫氏である。同氏の担当科目はr広告管理」（後期）。この講座
の内容を要約すると下記の通り。1．広告の根底生産・ディストリビューシ
目ン・広告・販売一マス・プロにマス・コミュニケーション，2．広告の方
法　媒体とその特徴一新聞，雑誌，ラジオ，DM，屋外・3・広告の実施一
一広告費の算定　専門化と科学化，4・広告代理業の問題　現状と将来・5・
広告の調査効果調査　　広告販売のための調査，6　海外の広告事情　アメ
　リカ，欧州，南米，その他，7．広告の諸問題　倫理，AB　C，技術，調査，
会計，8．広告とパブリシティ，9・広告とパブリック・リレーションズ・10・
　これからの広告。確か大学院商学研究科と商学部の学生が30～40名聴講してい
たと思う。広告のマネジリアル・アプローチ，アドバタイジング・マネジメン
　トの重要性，その技法が講述され，参加学生に多大の感銘を与えたものであっ
　た。
　　なお同年，これまでのセミナーであるr広告論」はr広害管理論」と科目名
　を変更し，マネジメントの色彩を強く打ち出すようになっていった。加えて，
特に指摘しておかなければならないことは，宇野教授が学部セミナー（専門科
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目第3部）で「販売促進論」を担当されたことである。販売促進は広告と極め
て密接な関係があり，プロモーション研究上欠くことのできないポィントであ
るだけにこの点を重視したい。
　昭和34年（1959）に入ると，専門科目第3部に広告管理論の他に広告媒体論
が加わった。広告管理論では広告媒体について詳細に扱うことができないの
で，メディァ論を登場させたのである。当時は広告研究上媒体価値，メディァ
・ミックス問題の研究の重要性が，わが国では頓に喧伝されていたし，海外，
特にアメリカではまさにそうであったので，広告媒体問題だけに焦点をあてる
科目を設けたのである（担当者は小林）。また当時はテレビの伸長がまことにめ
ざましく，また4マス媒体以外のものの科学的管理にも関心が寄せられていた
だけに，媒体論が取り上げられたといってもよい。学生の広告研究の熱意は年
年高まっていったが，昭和36年（1961）までは広告論の講述はセミナー形態を
とっていただけに，広告が研究できたのはごく限られた学生にすぎなかった。
昭和37年から第2段階
　昭和35年のわが国の広告費は1，740億円で，国民総生産に対する割合は1．12
％，翌36年のそれぞれは2，110億円で1．10％，37年は2，435億円，1．15％である。
昭和36年のわが国の媒体配分比率は新聞39．1％，雑誌5．9％，ラジォ8．4％，テ
レビ25．5％，DM牛3％，屋外・その他15．2％，輸出広告1－6％で，電波媒体の
急激な成長が広告コミュニケーションの高速度化を齋したのである。昭和30年
代の中頃までにマス4媒体を通じての÷ス広告が非常にしやすくなるととも
に，広告コミュニケーションの科学化努力，広告のマネジリアル・アプローチ，
さらには広告の倫理作，消費者利益志向化の方向を強めるようになったのであ
る。なお，参考までに昭和36年（1961），37年（！962）のわが国における広告
関係経済指標に付言しておこう。対個人消費支出広告費は昭和36年2．26％，
37年2．36％，対個人可処分所得のそれぞれは1．69％，1．71％，対企業総売上高
0．49％，0．51％，対国民所得1．42％，1．44％である。広告が消費生活，企業活
動においていよいよ目立つとともに注目されるようになり，これが広告研究上
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の一つの刺激要因ともなった。このようなとき昭和37年（1962）に，商学都の
専門科目第2部の科目としてr広告論」が開設されるに至った（担当者は小
林）。当時は広告に関する一般論が講義の中心となり，広告の杜会的，経済的機
能，コミュニケーション機能，広告の組織問題，・広告予算問題，広告計画の樹
立一実施一統制（効果測定問題を含む），印刷・電波媒体の特徴，コピー研究，
広告俸理・法規などが扱われた。なお，セミナーは「広告媒体論」であった
が，ここではメディァにフォーカスをあてた特殊・集中研究が可能とたったの
である。
　また，この年に大学院商学研究科に「広告論専修」（担当著は小林）が開設され
ることになり，「英書広告論研究」，r広告媒体論」，「広告論セミナー」がスター
トした。「英書広告論研究」ではC．A．Kirkpatrick，“Advertising－Mass　Com一
皿unication　in　Marketing一，”1959が使われた。r広告媒体論」では，広告研
究の進んでいた各国々では広告媒体価値の比較問題が特に云々されていたし，
わが国でも例外でなかったので，各種の広告媒体の媒体価値評価基準，媒体比
較，媒体を通じてのメッセージ効果の測定問題，媒体の組合わせ効果，広告キ
ャンペィンを通じての媒体戦略・戦術，その事例研究が講座内容となった。
　昭和37年は学部の専門科目第2部で「広告論」が開設，大学院で「広告論専
修」が発足という年なので，この意味で，当商学部の広告教育上からいって・
37年からは第2段階に入ったといえるだろう。
　昭和39年（1964），昭和40年（1965），昭和41年（1966），昭和42年（1967）パ
昭和43年（1968），昭和44年（1969），昭和45年（1970），昭和46年（1971）で
は，広告教育面で，上述のような科目構成が続いた。しかし，昭和47年（1972）
からは，マーケティング関係科目（大学院）が強化された機会に同調して，主
要科目の「広告媒体論」が消え，r広告のシンボリック・コミュニケーション論」
がそれに代ることになった。世界各国では1960年代から消費者行動の研究が盛
んになり，60年代の末ではその研究成果がかなり結実したL，また，マーケテ
ィング，特にマーケティング・コミュニケーション面では，この分野の研究を
十分に考慮しなければならなくなったので，加えて，わが国の広告コミュニケ
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一ションの理論と実際の観点からいっても，研究開発が要請されていただけ
に，「広告のシンボリック・コミュニケーション論」が登場することに相なっ
たのである。この講義は昭和48年（1973）からは隔年講義となる。つまり大学
院の主要科目の再編成により，この年からr広告研究」とr広告のシンボリッ
ク・コミュニケーシ目ン論」は，それぞれ一年置きに扱われることになったの
である。
　この年の特記すべきことは，学部の専門科目演習（元の専門科目第3都）に
「広告調査論」が新たに加えられたことである（担当者は亀井昭宏講師〈当時〉）。
このために，学部セミナーの分野で広告の科目は二つになっれわが国大学の
商学部，経営学部または経済学部で，r広告論」，r広告管理論」，r広告調査論」
というように広告関係の科目を三つも置いているところは，早稲田大学商学部
だけであったと自負している。さて，これらの科目を何名ぐらいの学生が選択
したかというと，年度により若干の変動はあるにしても，「広告論」は2クラ
ス編成で，だいたい各クラス350名～400名程度であった。この傾向は昭和49年
度まで続いている。「広告管理論」（セミナー）は1クラス約30名，「広告調
査論」は1クラス約20名である。
第3段階の広告教育
　昭和48年（1973）から，学部の二つの広告セミナーを3，4学年の2ヵ年間
にわたるセミナーとし，その名称はr広告管理論I・皿」，「広告調査論工・皿」
となった。つまり，昭和47年度の選択学生から，セミナーは2年間の継続とな
ったわけである。広告教育がいっそう強化されたといってよい。
　また，大学院商学研究科では，マーケティング関係科目の強化が行われ，原
田教授は「市場調査研究」と「販売管理研究」を，宇野教授は「流通機構研究」
とrマ＿チャンダィジング研究」を，小林はr広告研究」と「マーケティング
・コミュニケーション・テクニック研究」を昭和48年から隔年講義することに
なった。なお参考までに，同年現在の系列マーケティングに設けられている上
記以外の科目を列挙すると次の通りである（注：㊧は隔年開講を意味する）。
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「消費考行動研究」吉田正昭講師，r流通経済研究」林周二講師，㊧「商晶学研
究」飯島義郎教授，「販売促進研究」清水滋講師，⑱「販売員管理研究」田中
由多加教授，⑮「マーケティング・サイエンス研究」チャールズ・ヤン講師，
㊧r小売業マーケティング研究」奥住正道講師，㊧「インダストリアル・マー
ケティング研究」刀根武晴講師。
　昭和47年までのr広告のシンボリック・コミュニケーション論」は，したが
って「広告研究」の中に包含されることになる。ちなみに，昭和49年（1974）
のr広告研究」の講座内容を示しておこう。この年度では広告研究上現在特に
注目されているいくつかの重要広告問題を説述している。主なものをあげると，
変動する広告環境と主要広告問題（筆者の昭和49年度実態調査に基づく），広
告の本質，広告目標の考え方・樹立法，消費者行動と広告，セグメンテーショ
ン（殊に態度セグメンテーション）と広告，広告戦略開発，広告媒体価値概念
の再検討と評価基準，広告表現のプロセスと昨今の表現傾向，広告効果概念と
現代的効果測定技術などである。
　なお「マーケティング・コミュニケーション・テクニック研究」は，大学院
では技術論的なものが割合欠けているという意図から設定されたものであるの
で，必然的にコミュニケーションにまつわる技法的・実務的なものに焦点があ
てられることになる。技術論申心のrマーケティング・コミュニケーシ・ン」
の研究は，この分野の研究が進んでいる諸外国でも，あまり見られないだけに，
しぱらくの間は試行錯誤が続くものと思うが，2～3年もたてぱ・そのフレー
ムワークは次第に明確になる，またそうするよう努めなければならないと考え
ている。
　商学部における亀井助教授の広告セミナーは，昭和50年（1975）からにr広
告基礎理論研究」となる。ここでは広告の杜会的・経済的・ビジネス的な機能
が理論的かつ綴密に究明されることであろう。これまでの「広告論」の不十分
な点が補われるとともに，広告論の学問的体系がよりいっそう精密に確立され
るものと信じている。また小林担当の「広告論」は国内外における広告の理論
と実際面の進歩を踏まえ，広告論の体系，その内容を除々に洗練させることで
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もあろう。受講学生の多い現在の「広告論」は，亀井助教授の分担により，い
くつかの小クラスに分けることができるようになれぽ，広告の教育効果は一段
と高まるようになると確信Lている。多クラス区分により，クラス単位の学生
数が適切な数となれば，広告教育に必要な複覚教育も，教師と学生間の討議も
いまよりははるかに容易かつ効果的となるであろう。このことはでき’るだけ近
いうちに実現しなければならない。また，広告の理論と実際の及ぶ範囲を考え
ると，これは年々拡大していて，2名ぐらいの担当教員でそれらの全部をカバ
ーすることは実際上不可能に近い。それだけに，外部講師による課外講座，と
きには寄付講座がこれからはますます望まれるようになるだろう。将来はこ牝
らの実現化に努めたい。上述の諸点をある程度押えることができるようになれ
ぱ，その時こそ，広告教育は第4段階に入る。
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